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（提出者）        

世田谷区教育委員会 

教育長 渡部 理枝 

 

 

 

 

（提案説明） 

 世田谷区公文書管理条例等の一部改正により、世田谷区立学校の公文書に関し、

保存期間満了後の措置等について定める必要があるため、本案を提出する。 
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世田谷区立学校公文書管理規則の一部を改正する規則 

世田谷区立学校公文書管理規則（令和３年３月世田谷区教育委員会規則第５号）の

一部を次のように改正する。 

第１１条の見出し中「保存期間」の次に「及び保存期間が満了したときの措置」を

加え、同条に次の１項を加える。 

３ 校長は、選別基準に基づき、公文書の保存期間が満了したときの措置をあらかじ

め定めなければならない。 

第１２条第１項第１号を次のように改める。 

⑴ ３０年 

第１３条中「公文書（保存期間が１年未満のものを除く。）」を「保存期間が１年

以上の公文書」に改め、同条を同条第２項とし、同条に第１項として次の１項を加え

る。 

保存期間が１年未満である公文書の保存期間の計算は、当該公文書を職務上作成

し、又は取得した日から起算して１年を超えない期間内において事務遂行上必要な

期間の終了する日までとする。 

第１４条を削る。 

第１５条の見出し中「廃棄前」を「保存期間満了前」に改め、同条第１項第１号を

次のように改める。 

⑴ フォルダ等の分類 

第１５条に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、保存期間が１年未満のフォルダ等に係る目録の公表は、 

当該フォルダ等に係る公文書の次条の規定による移管又は廃棄をする日の１月前ま

でに、教育総務課長がこれを行う。 

第１５条を第１４条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（保存期間が満了した公文書の取扱い等） 

第１５条 校長は、公文書の保存期間が満了したときは、当該公文書に係る第１１条

第３項の規定による定めの適否を確認したうえで、教育総務課長に引き渡し、又は

廃棄しなければならない。 

２ 前項の規定により、教育総務課長が校長から引渡しを受けた公文書について区長

への移管をする場合若しくは廃棄をする場合又は校長が公文書について廃棄をする
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場合において、その移管又は廃棄については、条例第８条第２項の規定による世田

谷区公文書管理委員会（以下「委員会」という。）からの意見聴取を経た後でない

と行うことができない。 

３ 校長は、現年度の公文書（電磁的記録を除く。次項において同じ。）で第１１条

第３項の規定により廃棄の措置を採るべきこととしたもののうち、保存期間が１年

未満のものについて、当該措置の適否を確認したうえで、適宜に廃棄しなければな

らない。 

４ 校長は、保存期間が１年以上の公文書で当該保存期間を満了したもののうち、第

１１条第３項の規定により廃棄の措置を採るべきこととしたものについて、当該措

置の適否を確認したうえで、適当と認めたものを教育総務課長に引き渡さなければ

ならない。この場合における引渡しの時期は、教育総務課長が別に定める。 

５ 校長は、保存期間を満了した電磁的記録のうち、第１１条第３項の規定により廃

棄の措置を採るべきこととしたものについて、当該措置の適否を確認したうえで、

適当と認めたものを消去する。 

６ 第３項から前項までの規定により廃棄しようとする公文書のうち、委員会からの

意見聴取の結果、区長に移管すべきである旨の意見が付されたものについては、校

長及び教育総務課長は、当該意見を尊重し、区長に移管する必要があると認められ

るものについては、校長にあっては教育総務課長に、教育総務課長にあっては区政

情報課長に引き渡さなければならない。 

第１６条第１項中「校長は、第１４条」を「前条の規定にかかわらず、校長は、同

条」に、「決定」を「確認」に改め、同条第２項中「長期の」を「１０年を超える」

に、「引き続き保存をする必要がないと認めて廃棄を決定した公文書については、こ 

れを教育総務課長に引き渡さなければならない」を「保存期間を見直すことができる」 

に改め、同項後段を次のように改める。 

この場合において、引き続き保存をする必要がないと認めた公文書については、

前条の規定により教育総務課長に引き渡し、又は廃棄しなければならない。 

第１６条第３項を削る。 

第１７条第１項中「第１４条第１項及び第２項並びに」を「校長は、第１５条第３

項若しくは第４項又は」に、「は焼却」を「にあっては焼却」に、「は適正な」を「

にあっては適正な」に改め、同条第２項中「第１４条第３項」を「校長は、第１５条
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第５項」に改め、同条第３項中「第１４条第２項及び」を「校長は、第１５条第４項

又は」に改める。 

第２０条中「管理」の次に「及び特定重要公文書の保存、利用等」を加える。 

別表２の部中「（ファイルサーバに記録された電磁的記録を除く。以下この項にお

いて同じ。）」を削り、同部（⑸の款イの項を除く。）中「長期」を「３０年」に改

める。 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行し、令和４年４月１日（以下「適用日」という。） 

から適用する。 

２ この規則による改正後の世田谷区立学校公文書管理規則（以下「改正後の規則」

という。）第１２条及び別表の規定は、適用日以後に作成し、又は取得した公文書

（世田谷区公文書管理条例（令和２年３月世田谷区条例第４号）第２条第２項に規

定する公文書をいう。以下同じ。）に係る保存期間（世田谷区立学校公文書管理規

則第２条第１項第７号に規定する保存期間をいう。以下同じ。）について適用し、

適用日前に作成し、又は取得した公文書に係る保存期間については、なお従前の例

による。 

３ 前項の規定にかかわらず、適用日前に作成し、又は取得した公文書であって、教

育委員会により１０年を超える保存期間が定められているもののうち法令等により

保存期間の定めのあるもの以外のものに係る保存期間は、当該公文書を職務上完結

した日の属する会計年度の翌会計年度の初めの日から起算して３０年間とする。 

４ 前項の規定により適用日前に保存期間が満了することとなる公文書については、

適用日の前日を保存期間の満了する日とみなす。この場合における改正後の規則第 

１４条第２項の規定の適用については、同項中「フォルダ等の廃棄の１月前までに」 

とあるのは、「速やかに」とする。 
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世田谷区立学校公文書管理規則の一部を改正する規則新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○世田谷区立学校公文書管理規則 ○世田谷区立学校公文書管理規則 

令和３年３月29日世教委規則第５号 令和３年３月29日世教委規則第５号 

令和５年●月●日世教委規則第●号 

世田谷区立学校公文書管理規則 

 

世田谷区立学校公文書管理規則 

目次 目次 

第１章 総則（第１条－第５条） 第１章 総則（第１条－第５条） 

第２章 公文書の作成（第６条） 第２章 公文書の作成（第６条） 

第３章 公文書の保管、保存、廃棄等（第７条－第17条） 第３章 公文書の保管、保存、廃棄等（第７条－第17条） 

第４章 管理状況の報告等（第18条） 第４章 管理状況の報告等（第18条） 

第５章 雑則（第19条・第20条） 第５章 雑則（第19条・第20条） 

附則 附則 

第１章 総則 第１章 総則 

（目的） （目的） 

第１条 この規則は、別に定めるもののほか、世田谷区公文書管理条

例（令和２年３月世田谷区条例第４号。以下「条例」という。）第10

条第１項の規定に基づき、公文書（校長（世田谷区立幼稚園（就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成18年法律第77号）第３条第１項の認定を受けた幼稚園を含む。

以下同じ。）の園長並びに世田谷区立小学校及び世田谷区立中学校

の校長をいう。以下同じ。）の権限に属する事務に係るものに限る。

以下同じ。）の管理に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

第１条 この規則は、別に定めるもののほか、世田谷区公文書管理条

例（令和２年３月世田谷区条例第４号。以下「条例」という。）第10

条第１項の規定に基づき、公文書（校長（世田谷区立幼稚園（就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成18年法律第77号）第３条第１項の認定を受けた幼稚園を含む。

以下同じ。）の園長並びに世田谷区立小学校及び世田谷区立中学校

の校長をいう。以下同じ。）の権限に属する事務に係るものに限る。

以下同じ。）の管理に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（用語の定義） （用語の定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

(１) 学校 世田谷区立学校設置条例（昭和39年３月世田谷区条例

第21号）第１条に規定する幼稚園並びに小学校及び中学校をいう。 

(１) 学校 世田谷区立学校設置条例（昭和39年３月世田谷区条例

第21号）第１条に規定する幼稚園並びに小学校及び中学校をいう。 
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改正後 改正前 

(２) 電磁的記録 公文書のうち、電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作成された記

録をいう。 

(２) 電磁的記録 公文書のうち、電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作成された記

録をいう。 

(３) 電子計算組織 世田谷区電子計算組織の運営に関する規則

（平成16年４月世田谷区規則第47号）第２条第５号に規定する電

子計算組織及び学校教育に供する電子計算組織の運営に関する規

則（平成20年３月世田谷区教育委員会規則第９号）第２条第６号

に規定する学校教育に供する電子計算組織をいう。 

(３) 電子計算組織 世田谷区電子計算組織の運営に関する規則

（平成16年４月世田谷区規則第47号）第２条第５号に規定する電

子計算組織及び学校教育に供する電子計算組織の運営に関する規

則（平成20年３月世田谷区教育委員会規則第９号）第２条第６号

に規定する学校教育に供する電子計算組織をいう。 

(４) 総合文書管理システム 電子計算組織を利用して文書事務の

処理を行うシステムをいう。 

(４) 総合文書管理システム 電子計算組織を利用して文書事務の

処理を行うシステムをいう。 

(５) 保管 公文書（電磁的記録を除く。以下この号において同じ。）

に係る事案を担当する学校の職員室内、事務室内等の所定の場所

に公文書を収納しておくことをいう。 

(５) 保管 公文書（電磁的記録を除く。以下この号において同じ。）

に係る事案を担当する学校の職員室内、事務室内等の所定の場所

に公文書を収納しておくことをいう。 

(６) 保存 公文書（電磁的記録を除く。）にあっては廃棄するまで

の間保存用の箱に入れて職員室内、事務室内等の所定の場所に収

納しておくことをいい、電磁的記録にあっては消去するまでの間

記録媒体等に記録することをいう。 

(６) 保存 公文書（電磁的記録を除く。）にあっては廃棄するまで

の間保存用の箱に入れて職員室内、事務室内等の所定の場所に収

納しておくことをいい、電磁的記録にあっては消去するまでの間

記録媒体等に記録することをいう。 

(７) 保存期間 条例第５条の規定に基づき設定した公文書を保存

する期間をいう。 

(７) 保存期間 条例第５条の規定に基づき設定した公文書を保存

する期間をいう。 

(８) 保管文書 保管に係る公文書をいう。 (８) 保管文書 保管に係る公文書をいう。 

(９) 保存文書 保存に係る公文書をいう。 (９) 保存文書 保存に係る公文書をいう。 

(10) 保管単位 公文書（電磁的記録を除く。）の保管又は電磁的記

録の保存をする単位をいう。 

(10) 保管単位 公文書（電磁的記録を除く。）の保管又は電磁的記

録の保存をする単位をいう。 

２ 前項各号に掲げるもののほか、この規則で使用する用語の意義は、

条例で使用する用語の例による。 

２ 前項各号に掲げるもののほか、この規則で使用する用語の意義は、

条例で使用する用語の例による。 

（公文書の管理の基本） （公文書の管理の基本） 

第３条 公文書は、丁寧に取り扱い、事務が能率的かつ適正に行われ

るよう、正確、迅速に処理及び管理しなければならない。 

第３条 公文書は、丁寧に取り扱い、事務が能率的かつ適正に行われ

るよう、正確、迅速に処理及び管理しなければならない。 
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改正後 改正前 

２ 公文書（電磁的記録を除く。）は、ファイリング・システムにより

常に整然と体系的に分類し、必要に応じて円滑な利用ができるよう

に保管及び保存をするとともに、不要になったときは、適正に廃棄

しなければならない。 

２ 公文書（電磁的記録を除く。）は、ファイリング・システムにより

常に整然と体系的に分類し、必要に応じて円滑な利用ができるよう

に保管及び保存をするとともに、不要になったときは、適正に廃棄

しなければならない。 

３ 電磁的記録は、記録媒体等ごとに常に整然と体系的に分類し、必

要に応じて円滑な利用ができるように保存をするとともに、不要に

なったときは、適正に消去しなければならない。 

３ 電磁的記録は、記録媒体等ごとに常に整然と体系的に分類し、必

要に応じて円滑な利用ができるように保存をするとともに、不要に

なったときは、適正に消去しなければならない。 

（教育総務課長の職務） （教育総務課長の職務） 

第４条 教育総務課長は、公文書の管理に関する事務を統括し、公文

書に係る管理制度全般の維持向上を図らなければならない。 

第４条 教育総務課長は、公文書の管理に関する事務を統括し、公文

書に係る管理制度全般の維持向上を図らなければならない。 

（校長の職務） （校長の職務） 

第５条 校長は、保管単位における公文書に係る管理事務が適正に行

われるよう職員を指導監督しなければならない。 

第５条 校長は、保管単位における公文書に係る管理事務が適正に行

われるよう職員を指導監督しなければならない。 

第２章 公文書の作成 第２章 公文書の作成 

第６条 校長は、条例第４条の規定により公文書が適正に作成される

よう、職員に対し必要な指示を行わなければならない。 

第６条 校長は、条例第４条の規定により公文書が適正に作成される

よう、職員に対し必要な指示を行わなければならない。 

第３章 公文書の保管、保存、廃棄等 第３章 公文書の保管、保存、廃棄等 

（保管単位） （保管単位） 

第７条 公文書の保管単位は、学校とする。ただし、教育総務課長が他

の保管単位によることが適当と認めたときは、この限りでない。 

第７条 公文書の保管単位は、学校とする。ただし、教育総務課長が他

の保管単位によることが適当と認めたときは、この限りでない。 

（保管文書等の管理） （保管文書等の管理） 

第８条 校長は、保管文書等（保管文書及び保存文書（電磁的記録に係

るものに限る。）をいう。次項及び次条において同じ。）の管理に当

たっては、紛失、焼失、盗難等の予防の措置を講じなければならな

い。 

第８条 校長は、保管文書等（保管文書及び保存文書（電磁的記録に係

るものに限る。）をいう。次項及び次条において同じ。）の管理に当

たっては、紛失、焼失、盗難等の予防の措置を講じなければならな

い。 

２ 前項に規定する場合において、保管文書等のうち個人情報に係る

もの等その取扱いに注意を要するもの（第17条において「個人情報

関係公文書」という。）については、特に厳重な管理をしなければな

２ 前項に規定する場合において、保管文書等のうち個人情報に係る

もの等その取扱いに注意を要するもの（第17条において「個人情報

関係公文書」という。）については、特に厳重な管理をしなければな
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改正後 改正前 

らない。 らない。 

（保管文書等の点検等） （保管文書等の点検等） 

第９条 教育総務課長は、各保管単位における公文書の管理状況を精

査し、必要な指導を行う。 

第９条 教育総務課長は、各保管単位における公文書の管理状況を精

査し、必要な指導を行う。 

２ 校長は、毎年度教育総務課長が定める期間に当該保管単位の保管

文書等を整理点検しなければならない。 

２ 校長は、毎年度教育総務課長が定める期間に当該保管単位の保管

文書等を整理点検しなければならない。 

（電磁的記録の保存） （電磁的記録の保存） 

第10条 電磁的記録の保存は、年度別、事業別等の管理区分を明確に

して行わなければならない。 

第10条 電磁的記録の保存は、年度別、事業別等の管理区分を明確に

して行わなければならない。 

２ 前項の保存は、総合文書管理システム、ファイルサーバ又は校長

が適当と認めた記録媒体に記録することにより行う。 

２ 前項の保存は、総合文書管理システム、ファイルサーバ又は校長

が適当と認めた記録媒体に記録することにより行う。 

（公文書の保存期間及び保存期間が満了したときの措置の設定） （公文書の保存期間の設定） 

第11条 公文書の保存期間は、次条に規定する区分に従って校長が定

める。 

第11条 公文書の保存期間は、次条に規定する区分に従って校長が定

める。 

２ 校長は、公文書の保存期間を定めるに当たっては、別表に規定す

る事項を参考に、法令等（要綱、要領及び通達を含む。以下同じ。）

の定め、当該公文書の効力、重要性、利用の頻度、資料価値等を考慮

して、最適な保存期間を定めなければならない。 

２ 校長は、公文書の保存期間を定めるに当たっては、別表に規定す

る事項を参考に、法令等（要綱、要領及び通達を含む。以下同じ。）

の定め、当該公文書の効力、重要性、利用の頻度、資料価値等を考慮

して、最適な保存期間を定めなければならない。 

３ 校長は、選別基準に基づき、公文書の保存期間が満了したときの

措置をあらかじめ定めなければならない。 

（保存期間の区分） 

 

 

（保存期間の区分） 

第12条 公文書の保存期間の区分は、次のとおりとする。 第12条 公文書の保存期間の区分は、次のとおりとする。 

(１)  30年 (１) 長期 

(２) 20年 (２) 20年 

(３) 10年 (３) 10年 

(４) ７年 (４) ７年 

(５) ５年 (５) ５年 

(６) ３年 (６) ３年 
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改正後 改正前 

(７) ２年 (７) ２年 

(８) １年 (８) １年 

(９) １年未満 (９) １年未満 

２ 前項の規定にかかわらず、法令等に保存期間の定めのある公文書

及び時効が完成するまでの間証拠として保管又は保存をする必要が

ある公文書の保存期間は、それぞれ法令等に定める期間又は時効期

間による。 

２ 前項の規定にかかわらず、法令等に保存期間の定めのある公文書

及び時効が完成するまでの間証拠として保管又は保存をする必要が

ある公文書の保存期間は、それぞれ法令等に定める期間又は時効期

間による。 

３ 前２項に規定するもののほか、校長は、教育総務課長と協議の上、

必要により保存期間の区分を新設することができる。 

３ 前２項に規定するもののほか、校長は、教育総務課長と協議の上、

必要により保存期間の区分を新設することができる。 

（保存期間の計算） （保存期間の計算） 

第13条 保存期間が１年未満である公文書の保存期間の計算は、当該

公文書を職務上作成し、又は取得した日から起算して１年を超えな

い期間内において事務遂行上必要な期間の終了する日までとする。 

２ 保存期間が１年以上の公文書の保存期間の計算は、当該公文書を

職務上完結した日の属する会計年度の翌会計年度の初めの日から起

算して当該保存期間の表示する期間が終了する日までとする。 

 

第13条 

 

 

  公文書（保存期間が１年未満のものを除く）の保存期間の計算は、

当該公文書を職務上完結した日の属する会計年度の翌会計年度の初

めの日から起算して当該保存期間の表示する期間が終了する日まで

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（公文書の保存期間満了前の目録の公表等） 

（公文書の廃棄等） 

第14条 現年度の公文書（電磁的記録を除く。以下この条において同

じ。）のうち、保存期間が１年未満のものについて、校長が当該公文

書を精査して廃棄の適否を決定し、適宜に廃棄しなければならない。 

２ 保存期間が１年以上の公文書で当該保存期間を経過したものにつ

いて、校長は、当該公文書を精査して廃棄の適否を決定し、適当と認

めたものを教育総務課長に引き渡さなければならない。この場合に

おける引渡しの時期は、教育総務課長が別に定める。 

３ 保存期間を経過した電磁的記録について、校長は、当該電磁的記

録を精査して消去の適否を決定し、適当と認めたものを消去する。 

（公文書の廃棄前の目録の公表等） 
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第14条 条例第８条第２項の目録（以下この条において「目録」とい

う。）は、総合文書管理システムに記録した次に掲げる事項を記載す

るものとする。ただし、世田谷区情報公開条例（平成13年３月世田谷

区条例第６号）第７条各号に掲げる非開示情報に該当するものにつ

いては、この限りでない。 

(１) フォルダ等の分類 

 

(２) フォルダ等の名称 

(３) フォルダ等の保存期間 

(４) フォルダ等の保存期間の満了する日 

(５) フォルダ等の保存期間が満了したときの措置 

(６) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める事項 

２ 目録の公表は、フォルダ等の廃棄の１月前までに、教育総務課長

がこれを行う。 

３ 前項の規定にかかわらず、保存期間が１年未満のフォルダ等に係

る目録の公表は、当該フォルダ等に係る公文書の次条の規定による

移管又は廃棄をする日の１月前までに、教育総務課長がこれを行う。 

第15条 条例第８条第２項の目録（以下この条において「目録」とい

う。）は、総合文書管理システに記録した次に掲げる事項を記載する

ものとする。ただし、世田谷区情報公開条例（平成13年３月世田谷区

条例第６号）第７条各号に掲げる非開示情報に該当するものについ

ては、この限りでない。 

(１) フォルダ及び単独で管理している公文書（以下「フォルダ等」

という。）の分類 

(２) フォルダ等の名称 

(３) フォルダ等の保存期間 

(４) フォルダ等の保存期間の満了する日 

(５) フォルダ等の保存期間が満了したときの措置 

(６) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める事項 

２ 目録の公表は、フォルダ等の廃棄の１月前までに、教育総務課長が

これを行う。 
 

（保存期間が満了した公文書の取扱い等）  

第15条 校長は、公文書の保存期間が満了したときは、当該公文書に

係る第11条第３項の規定による定めの適否を確認したうえで、教育

総務課長に引き渡し、又は廃棄しなければならない。 

２ 前項の規定により、教育総務課長が校長から引渡しを受けた公文

書について区長への移管をする場合若しくは廃棄をする場合又は校

長が公文書について廃棄をする場合において、その移管又は廃棄に

ついては、条例第８条第２項の規定による世田谷区公文書管理委員

会（以下「委員会」という。）からの意見聴取を経た後でないと行う

ことができない。 

３ 校長は、現年度の公文書（電磁的記録を除く。次項において同じ。）

 

10



7/19 

改正後 改正前 

で第１１条第３項の規定により廃棄の措置を採るべきこととしたも

ののうち、保存期間が１年未満のものについて、当該措置の適否を

確認したうえで、適宜に廃棄しなければならない。 

４ 校長は、保存期間が１年以上の公文書で当該保存期間を満了した

もののうち、第１１条第３項の規定により廃棄の措置を採るべきこ

ととしたものについて、当該措置の適否を確認したうえで、適当と

認めたものを教育総務課長に引き渡さなければならない。この場合

における引渡しの時期は、教育総務課長が別に定める。 

５ 校長は、保存期間を満了した電磁的記録のうち、第１１条第３項

の規定により廃棄の措置を採るべきこととしたものについて、当該

措置の適否を確認したうえで、適当と認めたものを消去する。 

６ 第３項から前項までの規定により廃棄しようとする公文書のう

ち、委員会からの意見聴取の結果、区長に移管すべきである旨の意

見が付されたものについては、校長及び教育総務課長は、当該意見

を尊重し、区長に移管する必要があると認められるものについては、

校長にあっては教育総務課長に、教育総務課長にあっては区政情報

課長に引き渡さなければならない。 

（保存期間の再検討） （保存期間の再検討） 

第16条 前条の規定にかかわらず、校長は、同条の規定による確認に

より、なお保管又は保存をする必要があると認められた公文書につ

いては、更に期間を定めてその保管又は保存をすることができる。 

第16条 校長は、第14条の規定による決定により、なお保管又は保存

をする必要があると認められた公文書については、更に期間を定め

てその保管又は保存をすることができる。 

２ 校長は、保存期間が10年を超える公文書のうち、世田谷区マイク

ロフィルム文書管理規程（昭和60年７月世田谷区訓令甲第12号）第

３条に規定する対象文書以外のものについては、その公文書を職務

上完結した日の属する会計年度から起算して10年ごとにその必要性

を精査し、保存期間を見直すことができる。この場合において、引き

続き保存をする必要がないと認めた公文書については、前条の規定

により教育総務課長に引き渡し、又は廃棄しなければならない。 

２ 校長は、保存期間が長期の公文書のうち、世田谷区マイクロフィ

ルム文書管理規程（昭和60年７月世田谷区訓令甲第12号）第３条に

規定する対象文書以外のものについては、その公文書を職務上完結

した日の属する会計年度から起算して10年ごとにその必要性を精査

し、引き続き保存をする必要がないと認めて廃棄を決定した公文書

については、これを教育総務課長に引き渡さなければならない。こ

の場合における引渡しの時期は、教育総務課長が別に定める。 
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 ３ 条例第８条第２項に規定する場合において、世田谷区公文書管理

委員会により廃棄すべきでない旨の意見が付されたフォルダ等につ

いては、校長は、当該意見を尊重し、当該フォルダ等の廃棄の適否の

決定を見直し、なお保存をする必要があると認められるものについ

ては、更に期間を定めて保存をしなければならない。 

（廃棄等を決定した公文書の措置等） （廃棄等を決定した公文書の措置等） 

第17条 校長は、第15条第３項若しくは第４項又は前条第２項の規定

により廃棄を決定した公文書のうち、個人情報関係公文書にあって

は焼却、溶解、裁断等による廃棄の措置を、その他の公文書にあって

は適正な廃棄の措置を講じなければならない。 

第17条 第14条第１項及び第２項並びに前条第２項の規定により廃棄

を決定した公文書のうち、個人情報関係公文書は焼却、溶解、裁断等

による廃棄の措置を、その他の公文書は適正な廃棄の措置を講じな

ければならない。 

２ 校長は、第15条第５項の規定により消去を決定した電磁的記録の

うち、個人情報関係公文書は、確実に電磁的記録の消去の措置を講

じなければならない。 

２ 第14条第３項の規定により消去を決定した電磁的記録のうち、個

人情報関係公文書は、確実に電磁的記録の消去の措置を講じなけれ

ばならない。 

３ 校長は、第15条第４項又は前条第２項の規定にかかわらず、廃棄

を決定した公文書で行政の資料として必要なものは、校長が教育総

務課長に申し出て当該資料を必要とする学校等において保存をする

ことができる。 

３ 第14条第２項及び前条第２項の規定にかかわらず、廃棄を決定し

た公文書で行政の資料として必要なものは、校長が教育総務課長に

申し出て当該資料を必要とする学校等において保存をすることがで

きる。 

第４章 管理状況の報告等 第４章 管理状況の報告等 

第18条 校長は、フォルダ管理表の記載状況その他の公文書の管理の

状況について、毎年度、教育総務課長へ報告しなければならない。 

第18条 校長は、フォルダ管理表の記載状況その他の公文書の管理の

状況について、毎年度、教育総務課長へ報告しなければならない。 

２ 教育総務課長は、毎年度、前項の規定による報告を取りまとめ、そ

の概要をインターネットの利用その他の適切な方法により公表しな

ければならない。 

２ 教育総務課長は、毎年度、前項の規定による報告を取りまとめ、そ

の概要をインターネットの利用その他の適切な方法により公表しな

ければならない。 

３ 第１項に規定するもののほか、教育総務課長は、公文書の適正な

管理を確保するために必要があると認める場合は、校長に対し、公

文書の管理について、その状況に関する報告若しくは資料の提出を

求め、又は当該職員に実地調査をさせることができる。 

３ 第１項に規定するもののほか、教育総務課長は、公文書の適正な

管理を確保するために必要があると認める場合は、校長に対し、公

文書の管理について、その状況に関する報告若しくは資料の提出を

求め、又は当該職員に実地調査をさせることができる。 

第５章 雑則 第５章 雑則 
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改正後 改正前 

（異なる事業年度の公文書に係る準用） （異なる事業年度の公文書に係る準用） 

第19条 第13条に規定する会計年度と異なる事業年度により事業を執

行している当該事業に係る公文書の保管、保存、廃棄等については、

第２条から前条までの規定を準用する。 

第19条 第13条に規定する会計年度と異なる事業年度により事業を執

行している当該事業に係る公文書の保管、保存、廃棄等については、

第２条から前条までの規定を準用する。 

（委任） （委任） 

第20条  この規則に定めるもののほか、公文書の管理及び特定重要

公文書の保存、利用等に関し必要な事項は、別に定める。 

第20条  この規則に定めるもののほか、公文書の管理に関し必要な

事項は、別に定める。 

附 則 附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、公布の日から施行し、令和４年４月１日（以下「適用

日」という。）から適用する。 

２ この規則による改正後の世田谷区立学校公文書管理規則（以下「改

正後の規則」という。）第１２条及び別表の規定は、適用日以後に作

成し、又は取得した公文書（世田谷区公文書管理条例（令和２年３月

世田谷区条例第４号）第２条第２項に規定する公文書をいう。以下

同じ。）に係る保存期間（世田谷区立学校公文書管理規則第２条第１

項第７号に規定する保存期間をいう。以下同じ。）について適用し、

適用日前に作成し、又は取得した公文書に係る保存期間については、

なお従前の例による。  

３ 前項の規定にかかわらず、適用日前に作成し、又は取得した公文

書であって、教育委員会により１０年を超える保存期間が定められ

ているもののうち法令等により保存期間の定めのあるもの以外のも

のに係る保存期間は、当該公文書を職務上完結した日の属する会計

年度の翌会計年度の初めの日から起算して３０年間とする。 

４ 前項の規定により適用日前に保存期間が満了することとなる公文

書については、適用日の前日を保存期間の満了する日とみなす。こ

の場合における改正後の規則第１４条第２項の規定の適用について

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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は、同項中「フォルダ等の廃棄の１月前までに」とあるのは、「速や

かに」とする。 

別表（第11条関係） 別表（第11条関係） 

１ 公文書の保存期間の設定についての原則 １ 公文書の保存期間の設定についての原則 

(１) 公文書の保存期間の設定に当たっては、法令等に定めがある

ものにあっては当該法令等の定めにより、その他のものにあって

は時効期間、適用期間及び証拠期限並びに区民との関係、組織及

び制度との関係、統計価値等に十分に留意し、その利用の頻度及

び重要性を考慮して行うこと。 

(１) 公文書の保存期間の設定に当たっては、法令等に定めがある

ものにあっては当該法令等の定めにより、その他のものにあって

は時効期間、適用期間及び証拠期限並びに区民との関係、組織及

び制度との関係、統計価値等に十分に留意し、その利用の頻度及

び重要性を考慮して行うこと。 

(２) 学校運営の方針、教務及び生活指導上の計画等、その後に行

われる意思決定の指針又は基準となる決定及び非定例的な意思決

定に係る公文書は、事後の事務処理に支障のない保存期間を設定

すること。 

(２) 学校運営の方針、教務及び生活指導上の計画等、その後に行

われる意思決定の指針又は基準となる決定及び非定例的な意思決

定に係る公文書は、事後の事務処理に支障のない保存期間を設定

すること。 

(３) 学校運営における事務及び事業に関する事案に係る公文書の

保存期間は、特別な理由のない限り必要かつ最少限度に設定する

こと。 

(３) 学校運営における事務及び事業に関する事案に係る公文書の

保存期間は、特別な理由のない限り必要かつ最少限度に設定する

こと。 

(４) 重要又は異例な事例に関する情報を含む場合等、事務及び事

業の実績の合理的な跡付け又は検証に必要となる公文書について

は、原則として１年以上の保存期間を設定すること。 

(４) 重要又は異例な事例に関する情報を含む場合等、事務及び事

業の実績の合理的な跡付け又は検証に必要となる公文書について

は、原則として１年以上の保存期間を設定すること。 

(５) 次項から３の項までに定めがない公文書又はこれらにより難

い公文書について保存期間を設定する場合は、次の事項を考慮し

て必要かつ最少限度の期間を定めること。 

(５) 次項から３の項までに定めがない公文書又はこれらにより難

い公文書について保存期間を設定する場合は、次の事項を考慮し

て必要かつ最少限度の期間を定めること。 

ア 教育委員会の権利を証するものは、その権利の存続期間 ア 教育委員会の権利を証するものは、その権利の存続期間 

イ 訴訟等将来において係争の可能性のあるものは、その期間 イ 訴訟等将来において係争の可能性のあるものは、その期間 

ウ 前号の規定に該当するものを除き、一時的な連絡、通知、依

頼、照会、回答等の軽易な公文書で、１年以上保存し、又は保管

する必要のないものは、保存期間を１年未満に設定して、処理

完結後又は当該公文書の効用が失われた時点で直ちに廃棄し、

ウ 前号の規定に該当するものを除き、一時的な連絡、通知、依

頼、照会、回答等の軽易な公文書で、１年以上保存し、又は保管

する必要のないものは、保存期間を１年未満に設定して、処理

完結後又は当該公文書の効用が失われた時点で直ちに廃棄し、

14



11/19 

改正後 改正前 

又は消去する。この場合における類型は別に定める。 又は消去する。この場合における類型は別に定める。 

エ 公文書（電磁的記録を除く。以下エにおいて同じ。）で別に定

める要件を満たすものについては、書面に記載されている事項

をスキャナー等により読み取って作成した電磁的記録を公文書

の原本とみなして取り扱うことができる。この場合において、

当該電磁的記録については読取り前の公文書と同じ保存期間を

定め、当該公文書については保存期間を１年未満に設定するも

のとする。 

エ 公文書（電磁的記録を除く。以下エにおいて同じ。）で別に定

める要件を満たすものについては、書面に記載されている事項

をスキャナー等により読み取って作成した電磁的記録を公文書

の原本とみなして取り扱うことができる。この場合において、

当該電磁的記録については読取り前の公文書と同じ保存期間を

定め、当該公文書については保存期間を１年未満に設定するも

のとする。 

２ 公文書の保存期間の設定基準 ２ 公文書（ファイルサーバに記録された電磁的記録を除く。以下こ

の項において同じ。）の保存期間の設定基準 

 区分 保存期間   区分 保存期間  

 (１) 学校運営機能に係る公文書   (１) 学校運営機能に係る公文書  

 ア 学校の沿革に係るもの 30年   ア 学校の沿革に係るもの 長期  

 イ 旧職員名簿に係るもの   イ 旧職員名簿に係るもの  

 ウ 学級編制に係るもの ５年以下   ウ 学級編制に係るもの ５年以下  

 エ 会議に係るもの   エ 会議に係るもの  

 オ 証明に係るもの   オ 証明に係るもの  

 カ 学事に係るもの 個別の申請又は

支給に係るもの 

５年 

その他のもの 

１年 

  カ 学事に係るもの 個別の申請又は

支給に係るもの 

５年 

その他のもの 

１年 

 

 (２) 服務、研修、給与等の人事機能に係る公文書   (２) 服務、研修、給与等の人事機能に係る公文書  

 ア 人事具申、退職者履歴書、叙勲又は表

彰に係るもの 

一般文書以外の

もの 30年 

一般文書 １年 

  ア 人事具申、退職者履歴書、叙勲又は表

彰に係るもの 

一般文書以外の

もの 長期 

一般文書 １年 

 

 イ 会計年度任用職員、非常勤職員又は臨

時職員の任用に係るもの 

出勤簿以外のも

の 10年 

  イ 会計年度任用職員、非常勤職員又は臨

時職員の任用に係るもの 

出勤簿以外のも

の 10年 

 

15



12/19 

改正後 改正前 

出勤簿 ５年 出勤簿 ５年 

 ウ 人事発令又は昇給若しくは昇格の内申

若しくは決定に係るもの 

一般文書以外の

もの ５年 

一般文書 １年 

  ウ 人事発令又は昇給若しくは昇格の内申

若しくは決定に係るもの 

一般文書以外の

もの ５年 

一般文書 １年 

 

 エ 服務に係るもの 勤務時間一覧表 

30年 

出勤簿等の帳票

に係るもの ５

年 

時間外又は休日

労働に関する協

定届 ３年 

一般文書 １年 

  エ 服務に係るもの 勤務時間一覧表 

長期 

出勤簿等の帳票

に係るもの ５

年 

時間外又は休日

労働に関する協

定届 ３年 

一般文書 １年 

 

 オ 研修に係るもの 承認願又は報告

に係るもの ５

年 

その他のもの 

１年 

  オ 研修に係るもの 承認願又は報告

に係るもの ５

年 

その他のもの 

１年 

 

 カ 給与に係るもの 職員別給与簿 

７年 

各種控除申告書 

７年 

年末調整資料 

５年 

帳票に係るもの 

５年 

会計年度任用職

員、非常勤職員

  カ 給与に係るもの 職員別給与簿 

７年 

各種控除申告書 

７年 

年末調整資料 

５年 

帳票に係るもの 

５年 

会計年度任用職

員、非常勤職員

 

16



13/19 

改正後 改正前 

及び臨時職員の

台帳等の帳票に

係るもの ５年 

一般文書 １年 

及び臨時職員の

台帳等の帳票に

係るもの ５年 

一般文書 １年 

 キ 福利厚生に係るもの 公立学校共済組

合の給付決定、

年金、退職手

当、公務災害又

は通勤災害に係

るもの ５年 

公立学校共済組

合の標準報酬決

定又は改定に係

るもの ２年 

その他のもの 

１年 

  キ 福利厚生に係るもの 公立学校共済組

合の給付決定、

年金、退職手

当、公務災害又

は通勤災害に係

るもの ５年 

公立学校共済組

合の標準報酬決

定又は改定に係

るもの ２年 

その他のもの 

１年 

 

 (３) 経理機能に係る公文書   (３) 経理機能に係る公文書  

 ア 予算又は決算に係るもの ５年   ア 予算又は決算に係るもの ５年  

 イ 契約に係るもの 見積書、請書及

び請書兼請求書 

５年 

その他のもの 

１年 

  イ 契約に係るもの 見積書、請書及

び請書兼請求書 

５年 

その他のもの 

１年 

 

 ウ 金銭会計に係るもの 現金出納簿、交

際費等に係るも

の ５年 

タクシーチケッ

トに係るもの 

  ウ 金銭会計に係るもの 現金出納簿、交

際費等に係るも

の ５年 

タクシーチケッ

トに係るもの 

 

17



14/19 

改正後 改正前 

１年 

一般文書 １年 

１年 

一般文書 １年 

 (４) 施設又は物品の管理機能に係る公文書   (４) 施設又は物品の管理機能に係る公文書  

 ア 施設に係るもの 財産台帳及び施

設図面 30年 

施設改修計画、

調査、報告又は

申請に係るもの 

５年 

産業廃棄物管理

票(マニフェス

ト) ５年 

その他のもの 

１年 

  ア 施設に係るもの 財産台帳及び施

設図面 長期 

施設改修計画、

調査、報告又は

申請に係るもの 

５年 

産業廃棄物管理

票(マニフェス

ト) ５年 

その他のもの 

１年 

 

 イ 物品会計に係るもの 図書台帳 30年 

物品事故報告書 

10年 

その他の帳簿 

５年以下 

一般文書 １年 

  イ 物品会計に係るもの 図書台帳 長期 

物品事故報告書 

10年 

その他の帳簿 

５年以下 

一般文書 １年 

 

 (５) 教務、指導、給食事務等の実施機能に係る公文書   (５) 教務、指導、給食事務等の実施機能に係る公文書  

 ア 教務に係るもの 卒業証書授与台

帳 30年 

周年行事に係る

もの 30年 

指導要録（学

籍）又は訴訟等

に係るもの 20

  ア 教務に係るもの 卒業証書授与台

帳 長期 

周年行事に係る

もの 長期 

指導要録（学

籍）又は訴訟等

に係るもの 20
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15/19 

改正後 改正前 

年 

その他教務、学

籍（指導要録に

係るものを除

く。）、転出

入、教材又は学

校行事に係るも

の（一般文書を

除く。） ５年 

情報管理又は定

期考査問題綴(つ

づり)に係るもの 

３年 

美化活動に係る

もの ３年 

一般文書 １年 

年 

その他教務、学

籍（指導要録に

係るものを除

く。）、転出

入、教材又は学

校行事に係るも

の（一般文書を

除く。） ５年 

情報管理又は定

期考査問題綴(つ

づり)に係るもの 

３年 

美化活動に係る

もの ３年 

一般文書 １年 

 イ 指導に係るもの 教育課程又は年

間計画に係るも

の ５年 

児童生徒理解資

料に係るもの 

５年 

防災計画、避難

訓練又は安全指

導計画に係るも

の ５年 

教育相談、道徳

指導、長期休業

  イ 指導に係るもの 教育課程又は年

間計画に係るも

の ５年 

児童生徒理解資

料に係るもの 

５年 

防災計画、避難

訓練又は安全指

導計画に係るも

の ５年 

教育相談、道徳

指導、長期休業
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改正後 改正前 

日指導又は帰国

児童生徒に係る

もの（一般文書

を除く。） ３

年 

視聴覚、図書

館、国際理解、

人権尊重、環境

又は情報の教育

に係るもの（一

般文書を除

く。） ３年 

特別活動に係る

もの（一般文書

を除く。） ３

年 

進路指導又は学

力検査に係るも

の（一般文書を

除く。） ３年 

一般文書 １年 

日指導又は帰国

児童生徒に係る

もの（一般文書

を除く。） ３

年 

視聴覚、図書

館、国際理解、

人権尊重、環境

又は情報の教育

に係るもの（一

般文書を除

く。） ３年 

特別活動に係る

もの（一般文書

を除く。） ３

年 

進路指導又は学

力検査に係るも

の（一般文書を

除く。） ３年 

一般文書 １年 

 ウ 研究又は研修に係るもの 研究紀要、教科

教材研修又は教

育課題研修に係

るもの ５年 

研修資料又は指

導案に係るもの 

３年 

  ウ 研究又は研修に係るもの 研究紀要、教科

教材研修又は教

育課題研修に係

るもの ５年 

研修資料又は指

導案に係るもの 

３年 
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改正後 改正前 

一般文書 １年 一般文書 １年 

 エ 渉外に係るもの ＰＴＡ、同窓

会、家庭教育学

級、学校開放事

業、学校協議

会、社会教育又

は地域社会に係

るもの ３年 

一般文書 １年 

  エ 渉外に係るもの ＰＴＡ、同窓

会、家庭教育学

級、学校開放事

業、学校協議

会、社会教育又

は地域社会に係

るもの ３年 

一般文書 １年 

 

 オ 保健に係るもの 保健統計資料又

は日本スポーツ

振興センターに

係るもの 10年 

学校保健計画

書、学校医等執

務記録簿、学校

保健日誌、アレ

ルギー対応、学

校生活管理指導

表、事故発生報

告又は健康診断

に係るもの ５

年 

通学路変更に係

るもの ３年 

その他のもの 

１年 

  オ 保健に係るもの 保健統計資料又

は日本スポーツ

振興センターに

係るもの 10年 

学校保健計画

書、学校医等執

務記録簿、学校

保健日誌、アレ

ルギー対応、学

校生活管理指導

表、事故発生報

告又は健康診断

に係るもの ５

年 

通学路変更に係

るもの ３年 

その他のもの 

１年 

 

 カ 給食に係るもの 給食指導計画   カ 給食に係るもの 給食指導計画  
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18/19 

改正後 改正前 

10年 

予算分割追加申

請書、私費会計

関係書類、学校

給食物資供給契

約書、世田谷区

学校給食用物資

供給契約書、給

食物資納入事業

者選定理由書、

発注書、事業者

別発注一覧表、

給食に係る請求

書及び検査証 

５年 

献立表及び調理

室手配表 ３年 

その他のもの 

１年 

10年 

予算分割追加申

請書、私費会計

関係書類、学校

給食物資供給契

約書、世田谷区

学校給食用物資

供給契約書、給

食物資納入事業

者選定理由書、

発注書、事業者

別発注一覧表、

給食に係る請求

書及び検査証 

５年 

献立表及び調理

室手配表 ３年 

その他のもの 

１年 

 (６) 供覧文書   (６) 供覧文書  

 供覧文書 原則として１年   供覧文書 原則として１年  

３ ファイルサーバに記録された電磁的記録の保存期間の設定基準 ３ ファイルサーバに記録された電磁的記録の保存期間の設定基準 

 区分 保存期間   区分 保存期間  

 ファイルサーバに記録された電磁的記録 １年又は１年未

満（法令等の定

めによる場合、

その他校長が別

に定める場合を

  ファイルサーバに記録された電磁的記録 １年又は１年未

満（法令等の定

めによる場合、

その他校長が別

に定める場合を
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改正後 改正前 

除く。） 除く。） 
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